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宮崎市都市計画提案制度手続要領

（平成２０年９月１日宮崎市告示第３４９号）

（趣旨）
第１条　この要領は、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）第21条の2の規定に基づき、宮崎市（以下「市」という。）に対して行う都市計画の決定又は変更の提案（以下「計画提案」という。）に係る手続に関し、必要な事項を定めるものとする。

（都市計画の提案）
第２条　市に提案することができる都市計画は、法第15条第1項の規定により、市が定める都市計画とする。

（宮崎県との連携）

第３条　市は、法及びこの要領の規定により、計画提案に係る都市計画の手続を行おうとするときは、宮崎県（以下「県」という。）と連携し、手続を行うものとする。

（計画提案者の協力義務）

第４条　この要領の規定により、市が計画提案を行おうとする者（以下「計画提案者」という。）の協力を求めたときは、計画提案者はこれに協力しなければならない。

（事前相談等）
第５条　市は、計画提案者に対し、計画提案に係る都市計画の素案の内容、計画提案の手続等について説明、助言又は情報提供を行うため、相談窓口を宮崎市都市整備部都市計画課（以下「市都市計画課」という。）に置く。
２　計画提案者は、円滑かつ迅速な手続を確保する観点から、土地所有者等（法第21条の2第1項に規定する者をいう。以下同じ。）の同意を得る前に、計画提案に係る都市計画の素案作成途上の適切な段階において、市都市計画課に事前相談を行うとともに、市都市計画課の指導に基づき事前相談申出書（様式第1号）を提出しなければならない。
３　市は、前項の事前相談申出書の提出があった場合は、その内容について、県及び関係行政機関に情報を提供するとともに、必要があると認めるときは、県及び関係行政機関と事前調整を行うものとする。

４　市は、前項の事前調整を行おうとする場合において、必要があると認めるときは、計画提案者の協力を求めるものとする。

（計画提案書の提出等）

第６条　計画提案者は、計画提案を行おうとするときは、次に掲げる書類を市に提出しなければならない。

(1)　計画提案書（様式第2号）

(2)　都市計画の素案

イ　都市計画素案説明書（様式第3号）

ロ　都市計画の図書（位置図、総括図（25,000分の1以上の都市計画図）及び計画図（2,500分の1以上の平面図））

(3)　法第21条の2第1項及び第2項に規定する提案要件に適合することを証する次表に掲げる書類

	提案者の区分
	提出すべき書類

	土地所有者等
	イ　次号ハに規定する書類

ロ　数人共同して提案する場合にあっては、共同提案者届出書（様式第4号）

	特定非営利活動法人、公益法人、その他の非営利法人、独立行政法人都市再生機構又は地方住宅供給公社
	イ　法人の登記簿謄本若しくは登記事項証明書、定款又は寄附行為の写し

	まちづくりの推進に関し経験及び知識を有する団体（都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号。以下「省令」という。）第13条の3に規定するもの）
	イ　省令第13条の3第1号に規定する要件に適合することを証する書類（様式第5号）

ロ　後見登記等に関する法律（平成11年法律第152号）に基づき指定法務局等が交付する後見等の登記がないことの証明書（役員全員のもの）

ハ　省令第13条の3第2号ロ又はハに該当する者がいないことの誓約書（様式第6号）

ニ　市町村が交付する身分証明書（役員全員のもの）

ホ　法人の登記簿謄本又は登記事項証明書

ヘ　定款、規約その他団体の根本規則の写し


(4）　計画提案の対象となる区域内（以下「提案区域」という。）の土地所有者等の同意を得たことを証する次に掲げる書類

イ　土地所有者等の同意状況調書（様式第7号）

ロ　土地所有者等同意書（様式第8号）

ハ　提案区域の土地の公図（不動産登記法（平成16年法律第123号）第14条第1項に規定する地図又は同条第4項に規定する地図に準ずる図面をいう。以下同じ。）の写し、土地登記簿謄本又は登記事項証明書（全部の事項を証明するもの）及び借地権（法第21条の2第1項に規定するもの。以下同じ。）を有する者が、当該借地権の目的である土地の上に所有する建物の登記簿謄本又は登記事項証明書（全部の事項を証明するもの。ただし、提案区域の土地に借地権の登記がない場合に限る。）。ただし、土地又は建物の登記が完了していないときは、その権利関係を証する書類

２　計画提案者が、当該計画提案に係る事業を自ら施行する場合（計画提案者が事業主として、当該事業に係る業務全体を監理、統括して実施する場合をいい、当該事業に関する工事の施行を直接行わない場合を含む。以下同じ。）は、前項各号に規定する書類のほか、次に掲げる書類を提出しなければならない。この場合において、計画提案者がその他の者（国又は地方公共団体を除く。）に、当該事業の施行に係る業務の一部又は全部を委託して施行するとき（以下「業務代行」という。）は、当該業務の委託を受けた者（以下「業務代行者」という。）が施行する場合を含む。

イ　事業計画概要書（様式第9号）
ロ　事業施行者資力信用申告書（様式第10号）

ハ　計画提案者（事業の施行に係る業務の全部を委託する場合を除く。）又は業務代行者の所得税（事業施行者が法人の場合にあっては、法人税）の納税証明書
ニ　業務代行に関する契約書の写し又はこれに相当する書類

ホ　法人の登記簿謄本又は登記事項証明書（業務代行者が法人の場合に限る。）

３　前２項に規定する官公署が発行する証明書、登記簿謄本、登記事項証明書及び公図の写しは、交付後３ヶ月以内のものでなければならない。

４　市は、法第21条の3の規定により計画提案を踏まえた都市計画の決定又は変更（以下「都市計画の決定等」という。）をする必要があるかどうかを判断するため、計画提案者に対し前３項に規定する書類に加え、次に掲げる資料等の提出を求めることができる。

（1）　土地所有者等及び周辺住民等への説明等の経緯に関する資料（様式第11号）

（2）　周辺環境等への影響の検討に関する資料（様式第12号）

（3）　関係行政機関等との調整状況に関する資料

（4）　前各号に掲げるもののほか、計画提案の内容の説明に必要があると認められる資料

（土地所有者等の同意の算定）
第７条　法第21条の2第3項第2号に規定する「土地所有者等の３分の２以上の同意」の算定については、提案区域（国又は地方公共団体が所有する土地を除く。）の土地所有者等の総数に対する同意した土地所有者等の数の割合とし、地積については提案区域の総面積に対する同意した土地の地積の割合とする。この場合、地積は登記された面積とする。

２　前項の算定にあたり、提案区域の一筆の土地について複数の土地所有者等がある場合は、当該土地所有者等の数については同意した土地所有者等のそれぞれの共有持分に応じた数により、地積については同意した土地所有者等のそれぞれの共有持分に応じた地積によるものとする。この場合において、それぞれの名義人の持分が不明なときは、土地所有者等の数において等分で算定するものとする。

３　前２項の同意の算定に関し、当該提案区域の土地に借地権の登記を行っていない者が、当該土地の上に登記された建物を所有する場合は土地所有者等とする。この場合において、当該建物の所有者は、借地権者とする。

４　前項までの規定による同意の算定に当たっては、小数第３位以下を四捨五入した値をもって行うものとする。

（提案者要件の確認）

第８条　市は、第6条に規定する書類の提出があったときは、遅滞なく、法第21条の2の規定による計画提案者に係る要件（以下「提案者要件」という。）を満たすかどうかを確認するものとする。
２　市は、必要に応じて、期日を定め、提出された書類等の記載内容等の補正を計画提案者に求めることができる。
３　市は、提出書類の内容が提案者要件を満たす、又は満たさない（前項の規定による補正が、定めた期日までに行われない場合を含む。）と確認したときは、遅滞なく、その旨及びその理由（提案者要件を満たす場合は、理由を除く。）を計画提案者、県及び関係行政機関に通知するものとする。

４　市は、提案者要件の確認を行おうとするときに必要があると認めるときは、計画提案者の協力を求めるものとする。

（計画提案の受理）

第９条　法第21条の3に規定する「計画提案が行われたとき」（以下「計画提案が行われたとき」という。）とは、前条第3項の規定に基づき、提案者要件を満たす旨の通知を行ったときとする。

２　市は、前項の規定による計画提案が行われたときは、県に対し、当該計画提案に係る提出書類の写しを送付するものとする。

（都市計画の決定等の判断及び判断基準）

第１０条　市は、法第21条の3の規定により、都市計画の決定等の必要があるかどうかを判断するに当たっては、法第13条及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4に規定する技術的な助言としての都市計画に関する基準、その他当該計画提案に関係する法令等の規定に基づく基準等に適合するほか、次に掲げる評価基準に基づき、総合的に行うものとする。

（1）　県及び市の定める上位計画に適合していること。
（2）　法第6条の2の規定に基づき県が定める「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」及び法第18条の2の規定に基づき市が定める「市町村の都市計画に関する基本的な方針」に適合していること。
（3）　土地所有者等及び周辺住民への説明が十分になされており、概ねの理解が得られていること。
（4）　周辺環境等への配慮がなされていること。

（5）　関連する都市計画及び公共施設計画との整合が図られていること。

（6）　計画提案者が、当該計画提案に係る事業を自ら施行する場合（業務代行により当該事業を施行する場合を含む。）は、当該事業の実現性があること。

（7）　法第8条に規定する地域地区で、既存のものの変更（法第8条第1項第1号に規定する用途地域にあっては、同条第3項第2号イからハまでに規定する事項を含む。）については、提案区域が一体的な土地利用誘導効果が発揮される面的な広がりを有し、かつ、国又は地方公共団体が管理する道路、河川その他の構造物等により、その境界が明確であること。

（8）　県及び関係行政機関との調整が図られていること。

２　市は、次に掲げる計画提案に対する都市計画の決定等の判断を行おうとするときは、公聴会の開催等必要な措置を講ずるものとする。

（1）　市の都市構造に大きな影響を及ぼすおそれのあるもの

（2）　計画提案に基づき、都市計画の決定等を行うことにより、当該計画提案に関連して大規模な公共投資が必要となるもの

（3）　都市計画の廃止（一部廃止を含む。）に関するもの

（4）　その他市が特に必要と認めるもの

３　市は、計画提案に対する判断を行おうとするときは、あらかじめ、計画提案に係る県及び関係行政機関の意見を聴くものとする。

４　市は、計画提案に対する判断を行おうとする場合において、必要があると認めるときは、計画提案者の協力を求めるものとする。

（判断結果の事前通知及び意見書の提出）

第１１条　市は、計画提案に対する判断を行おうとするとき、又は行ったときは、その内容又は結果及びその理由（当該計画提案に係る都市計画の素案の内容の全部を実現する場合は、理由を除く。）を計画提案者、県及び関係行政機関に事前に通知するものとする。

２　計画提案者は、前項の規定による通知があったときは、市が定める期日までに、市に対して意見書を提出することができる。

３　市は、計画提案を踏まえた都市計画の決定等を行おうとする場合において、都市計画の案を宮崎市都市計画審議会（以下「審議会」という。）に付議しようとするとき、又は法第21条の5第2項の規定により審議会の意見を聴こうとするときは、前項の規定により提出された意見書の要旨を審議会に提出しなければならない。

（計画提案を採択する場合の手続）

第１２条　市は、計画提案を踏まえた都市計画の決定等をしようと判断したときは、法第16条第1項の規定により都市計画の案を作成し、都市計画の決定等の手続を行うものとする。

２　前項の規定により都市計画の決定等の手続を行おうとするときは、計画提案者に対し、第6条の規定に基づき提出された書類に変更等がないかを確認するとともに、変更があった場合は、第15条第3項の規定にかかわらず、変更された事項について、第6条に規定する書類を提出するものとする。この場合において、この要領に定める規定に適合しないこととなったときは、当該手続を中止するものとする。

３　市は、第1項の規定により、都市計画の案を作成する場合において、住民意見を反映させるために必要があると認めるときは、提案の趣旨を踏まえた範囲内において計画提案の修正を行い、都市計画の案を作成するものとする。この場合において、市は、都市計画の手続を開始する前に、計画提案者に対し修正の内容を説明しなければならない。

４　市は、都市計画の案を作成しようとするときは、計画提案者に対し、第6条に規定する書類以外の資料の提出その他必要な協力を求めることができる。
５　市は、都市計画の案を作成したときは、遅滞なく、当該都市計画の案を県に提出するものとする。

６　法第21条の4に規定する「当該計画提案に係る都市計画の素案」は、第6条第1項第2号に規定する書類とする。

７　市は、県知事の同意を受け、当該計画素案を踏まえた都市計画の決定等を行い、法第20条第1項又は第21条第2項の規定により告示したときは、その旨を計画提案者に通知するものとする。

（計画提案を採択しない場合の手続）

第１３条　市は、計画提案を踏まえた都市計画の決定等を行う必要がないと判断したときは、遅滞なく、法第21条の5第2項の規定により審議会の意見を聴き、同条第1項の規定により、その旨及びその理由を計画提案者及び県に通知するものとする。

２　法第21条の5第2項の「当該計画提案に係る都市計画の素案」は、第6条第1項第2号に規定する書類とする。

（情報公開）

第１４条　市は、計画提案が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案の概要、当該計画提案に対する判断の結果及び都市計画の決定等の手続の進捗状況等について、市ホームページ等で公表するものとする。

２　市は、計画提案が行われたときは、遅滞なく、第6条第1項第2号に掲げる書類等を、当該計画提案を踏まえた都市計画を法第20条第1項若しくは第21条第2項の規定により告示する日又は法第21条の5第1項の規定により当該計画提案を踏まえた都市計画の決定等が必要ないと判断し計画提案者に通知する日までの間、市都市計画課において閲覧に供するものとする。

（計画提案の取下げ又は変更）

第１５条　計画提案者は、第6条の規定により提出された計画提案を取り下げようとするときは、市に届出書（様式第13号）を提出するものとする。

２　市は、前項の規定による届出書が提出されたときは、当該計画提案に係る法第21条の2から第21条の5までの規定及びこの要領の規定による手続を中止するとともに、遅滞なく、計画提案者、県及び関係行政機関に対しその旨を通知するものとする。

３　計画提案者は、第6条の規定により提出された計画提案の内容を変更しようとするとき（第8条第2項の規定による補正を除く。）は、第1項の規定による届出書の提出後、改めて第6条の規定による計画提案を提出するものとする。

（委任）

第１６条　この要領に定めるもののほか、計画提案に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

（施行期日）

１　この要領は、平成20年9月1日から施行する。

（経過措置）

２　この要領の施行の際既に法の規定に基づく都市計画の決定等に係る手続を行っているものについては、この要領は適用しない。

様式第1号（第5条第2項関係）

年　月　日

宮崎市長あて
住所

氏名　　　　　　　　　　　

電話番号

提案者の種別

都市計画提案事前相談申出書
都市計画法第２１条の２の規定に基づき、都市計画の（決定・変更）を提案したいので、宮崎市都市計画提案制度手続要領第５条第２項の規定に基づき、計画提案に係る事前相談を申し出ます。

　なお、提案に係る概要については、下記のとおりです。

記

１　提案に係る都市計画の種別

２　提案区域の位置及び区域

３　提案区域面積

４　提案の目的

（備考）

１　氏名・住所は、法人の場合は主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。

２　提案者の種別については、第6条第1項第3号の表に掲げる提案者の区分を記入すること。

３　都市計画の種別については、計画提案に係る全てのものを記入すること。

４　提案に係る土地の位置及び区域を示す図面、及び計画の概要がわかる図面その他関連資料等があれば添付すること。

様式第2号（第6条第1項第1号関係）
年　月　日

宮崎市長あて
住所

氏名　　　　　　　　　　　

電話番号

提案者の種別

都市計画提案書
都市計画法第２１条の２の規定に基づく計画提案に関し、宮崎市都市計画提案制度手続要領第６条の規定に基づき下記のとおり関係書類を提出し、都市計画の（決定・変更）を提案します。

なお、提出書類等については、事実と相違ありません。

記

１　添付書類

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)


（備考）

１　住所・氏名は、法人の場合は主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。

２　「提案者の種別」については、第6条第1項第3号の表に掲げる提案者の区分を記入すること。

３　添付書類は、各様式の表題及び様式番号、その他関係資料の概要が分かるように記入すること。

４　記入欄が不足する場合は、適宜、用紙を追加すること。

様式第3号（第6条第1項第2号イ関係）

都市計画素案説明書

１　提案に係る都市計画の種類、名称、位置及び区域の概要

	①都市計画の種別（全て記入のこと）
	

	②位置及び区域
	

	③区域面積
	㎡

	④
	ａ市街化区域及び

市街化調整区域の有無
	□有

□無
	市街化区域及び

市街化調整区域の別
	

	
	ｂ用途地域
	

	
	ｃ指定建蔽率
	％
	ｄ指定容積率
	％

	
	ｅその他の地域地区
	

	
	ｆ都市計画施設（道路、公園、下水道等）、市街地開発事業及び地区計画等
	

	⑤その他の法規制等
	


２　計画提案の素案等

	①素案

	②提案の理由


３　土地所有者等の同意の状況

	
	数量
	同意数
	同意率

	土地所有者等総数
	人
	
	

	内訳
	所有権
	人
	人
	％

	
	借地権
	人
	人
	％

	同意率合計
	％

	提案区域の総面積
	㎡
	同意地積
	同意率

	内訳
	所有権
	㎡
	㎡
	％

	
	借地権
	㎡
	㎡
	％

	同意率合計
	％


（備考)

１　提案の対象となる土地に借地権の登記がなくても、当該土地の上に登記された建物を所有する場合は、借地権者となる。

２　土地の面積は、登記されている面積とする。

３　一筆の土地について、複数の権利者がある場合は、同意数、同意地積ともそれぞれの共有持分に応じて算定するものとし、持分が不明な場合は、権利者の数において等分で算定するものとする。（数値は少数以下第3位以下を四捨五入）

４　記入欄が不足する場合は、適宜、用紙を追加すること。

様式第4号（第6条第1項第3号の表に掲げる提案者区分「土地所有者等」ロ関係）
年　月　日

宮崎市長あて
住所

氏名　　　　　　　　　　　

電話番号

提案者の種別　土地所有者等

共同提案者届出書

今回の提案に係る共同提案者は以下のとおりです。

	住所
	氏名
	印

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（備考）

１　住所・氏名は、法人の場合は主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。

２　本様式は、提案者が「土地所有者等」に該当する場合に提出するものである。

３　記入欄が不足する場合は、適宜、記入欄及び用紙を追加すること。
様式第5号（第6条第1項第3号の表に掲げる提案者区分「まちづくりの推進に関し経験及び知識を有する団体」イ関係）
年　月　日

宮崎市長あて
住所

氏名　　　　　　　　　　　

電話番号

提案者の種別　まちづくりの推進に関し経験と知識を有する団体

計画提案者の要件に適合することを証する書類

当団体は、下記のとおり都市計画法施行規則第13条の3第1号に適合することを証します。

記

１　都市計画法施行規則第13条の3第1号イ要件（法第29条第1項実績）

	開発許可番号
	許可年月日
	許可を受けた土地の所在地
	開発面積

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


２　都市計画法施行規則第13条の3第1号ロ要件(法第29条第1項第4号～第9号実績）

	開発許可番号
	許可年月日
	許可を受けた土地の所在地
	開発面積
	開発行為の種別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（備考）

１　住所・氏名は、法人の場合は主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。

２　本様式は、提案者が「まちづくりの推進に関し経験と知識を有する団体」に該当する場合に提出するものである。

３　開発行為実績については、開発区域面積が0.5ha以上のものでなければならない。

４　開発行為の種別は、法第29条第1項第4号から第9号の別を記入すること。

５　記入した開発行為の実績を証する書類を添付すること。

６　計画提案者の要件は、上表１又は２のいずれかに該当すればよい。

７　記入欄が不足する場合は、適宜、記入欄及び用紙を追加すること。
様式第6号（第6条第1項第3号の表に掲げる提案者区分「まちづくりの推進に関し経験及び知識を有する団体」ハ関係）
年　月　日

宮崎市長あて
住所

氏名　　　　　　　　　　　

電話番号

提案者の種別　まちづくりの推進に関し経験と知識を有する団体

誓約書
当団体の役員に、都市計画法施行規則第13条の3第2号口又はハに該当する者がいないことを誓約いたします。

	役職名
	役員氏名
	本籍地
	生年月日
	住　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（備考）

１　住所・氏名は、法人の場合は主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。

２　本様式は、提案者が「まちづくりの推進に関し経験と知識を有する団体」に該当する場合に提出するものである。

３　全ての役員について記入すること。
　４　記入欄が不足する場合は、適宜、記入欄及び用紙を追加すること。

様式第7号（第6条第1項第4号イ関係）

土地所有者等の同意状況調書（土地・建物）

	
	氏　　名
	権利を有する

土地の所在地

家屋番号
	権　利

の種別
	登記・未登記の　別
	権　利持分
	持分不明
	土地の
面積(㎡)
	同意状況

	
	
	
	
	
	
	
	
	同意年月日
	

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（備考）

１　土地、建物別に、丁町字小字、地番、家屋番号、権利の種別ごとに取りまとめること。

２　「権利の種別」は、土地にあっては所有権、地上権、賃借権のいずれか、建物は所有権のみを記入すること。

３　一筆の土地又は一の建物に複数の権利者がある場合で持分が不明のときは、権利者の数において等分で算定すること。

４　持分は原則として分数で表示するものとし、持分が不明の場合は「持分不明」の欄に※印を付すこと。

５　同意状況には、同意者に○印、不同意者に×印を記入すること。
６　記入欄が不足する場合は、適宜、記入欄及び用紙を追加すること。

様式第8号（第6条第1項第4号ロ関係）
年　月　日

宮崎市長あて
住所

氏名　　　　　　　　　　　㊞

電話番号

土地所有者等同意書
都市計画法第21条の2の規定に基づく都市計画の（決定・変更）の提案につきましては、下記のとおり同意いたします。

記

１　同意に係る土地又は建物の所在地、権利の種別・内訳（全　葉のうちの第　葉）

	
	所在地
	権利の種別・内訳

	土地
	
	□所有権（持分　　　　）

□地上権　　□賃借権

	建物
	
	□所有権（持分　　　　）


２　同意する都市計画の種別

（備考）

１　住所・氏名は、法人の場合は主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入のこと。

２　氏名（法人にあっては、代表者の氏名）は権利者が必ず自署し、押印すること。ただし、身体の障害等により自著できない場合は、当該権利者から委任された者が記入することができる。この場合、委任状を添付すること。

３　土地所有者等に法定の後見人等がある場合の同意については、当該法令の規定によるものとする。この場合、法定の後見人等があることを証する書類を添付すること。

４　土地、建物に関する権利（建物については、所有権に限る。）は、登記されたものに限る。ただし、登記が完了していない場合は、その権利関係を証する書類を添付すること。

５　所有権の持分が不明なときは、「不明」と記入すること。

６　「同意する都市計画の種別」については、同意する提案に係る都市計画を全て記入すること。

７　提案に係る区域内に複数の土地又は建物を所有する場合は、適宜、記入欄及び用紙を追加すること。なお、用紙を追加する場合は、本様式に使用した印により「割印」を押印すること。
様式第9号（第6条第2項イ関係）
年　月　日

宮崎市長あて
住所

氏名　　　　　　　　　　　

電話番号

提案者の種別

事業計画概要書

以下のとおり、今回の都市計画提案に係る事業を自ら施行する予定です。

	予定している

事業の種別
	□開発行為

（予定建築物等の用途：　　　　　　　　　　　　　　）

□市街地開発事業

（市街地開発事業の種類：　　　　　　　　　　　　　）

□都市施設の整備

（都市施設の種類：　　　　　　　　　　　　　　　　）

□その他

（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	業務代行者
	住所

氏名　　　　　　　　　　　

法人の場合は代表者氏名

	工事着手
予定年月日
	年　月　日

	工事完了
予定年月日
	年　月　日


（備考）

１　住所・氏名は、法人の場合は主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。

２　業務代行を行う場合、業務代行に係る契約書の写し又はこれに相当する書類を提出すること。

３　業務代行者が複数ある場合は、適宜、記入欄及び用紙を追加すること。

様式第10号（第6条第2項ロ関係）

年　月　日

宮崎市長あて
　

住所

氏名　　　　　　　　　　　

電話番号

提案者の種別

事業施行者資力信用申告書

　資力信用については、次のとおりです。

	施

行

者

の

概

要
	設立年月日
	年　月　日
	資本金
	千円

	
	従業員数
	

	
	事業の概要
	

	
	資格・免許等
	

	
	前年度事業量
	千円
	総資産額
	千円

	
	前年度納税額
	法人税又は所得税　　　　　　千円
	事業税　　　　　千円

	事

業

の

経

歴
	事業施行場所
	施行量
	工事施行者名
	許認可番号
年月日
	着工・完了年月日

	
	
	
	
	
	着工
	完了

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（備考）

１　住所・氏名は、法人の場合は主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。

２　業務代行を行う場合は、業務代行者について記入すること。ただし、業務代行が提案に係る事業に関する業務の一部に限られる場合は、計画提案者についても提出すること。

３　「設立年月日」は、施行者が法人である場合にのみ記入すること。

４　「資本金」は、施行者が株式会社又は有限会社である場合にのみ記入すること。

５　「資格・免許等」には、宅地建物取引業法による免許、建設業法による登録の年月日及び番号を記入すること。

６　「事業の経歴」の欄に記入した事業に関し、その実績を確認できる資料を添付すること。

７　記入欄が不足する場合は、適宜、記入欄及び用紙を追加すること。

様式第11号（第6条第4項第1号関係）

土地所有者等及び周辺住民等への説明等の経緯（№　）

１　説明等の状況

	日　時
	場　　所
	参加人数

	年　月　日

時　分～　時　分
	
	提案区域の
土地所有者等
	左記以外の者

	
	
	人
	人

	説明会等開催の

周知方法等



	

	説明及び質疑の概要
	


（備考）
１　開催した説明会等ごとに作成すること。

２　本様式に記入しきれない場合は、別の用紙に記入したものを添付すること。

３　説明会等の出席者名簿があれば、その写しを添付すること。

４　説明会等の開催の周知に用いた資料があれば、1部添付すること。

５　説明会等に使用した資料を1部添付すること。

６　説明会等の状況写真を開催した説明会等ごとに提出すること。（できるだけ参加者の状況がわかるもの）

７　記入欄が不足する場合は、適宜、記入欄及び用紙を追加すること。

様式第12号（第6条第4項第2号関係）
年　　月　　日

周辺環境等への影響の検討に関する資料

	項　　目
	検討結果等

	1　自然環境への影響
	

	（1）大気
	

	（2）騒音
	

	（3）振動
	

	（4）水質
	

	（5）地形・地質
	

	（6）その他
	

	2　生物への影響
	

	（1）動物
	

	（2）植物
	

	（3）生態系
	

	3　生活環境への影響
	

	（1）交通
	

	（2）景観
	

	（3）日照
	

	（4）電波
	

	（5）廃棄物等
	

	（6）周辺生活基盤

（道路、水道、下水道、公園等）
	

	（7）浸水・土砂災害等自然災害
	

	（8）学校、病院等への影響

（学校、病院等に近接している場合等）
	

	（9）防犯，防災
	

	(10）その他
	


(備考)

１　検討書、報告書等がある場合は、参考資料として１部添付すること。

２　記入欄が不足する場合は、適宜、記入欄及び用紙を追加すること。

様式第13号（第15条第1項関係）

年　月　日

宮崎市長あて
住所

氏名　　　　　　　　　　　

電話番号

提案者の種別

計画提案取下届出書

都市計画法第21条の2の規定に基づき提出いたしました下記都市計画の提案については、取り下げます。

記

１　計画提案書提出日

２　提案区域の位置及び区域

３　提案区域面積

４　提案に係る都市計画の種別

５　取下理由

（備考）

１　住所・氏名は、法人の場合は主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入して下さい。

２　提案者の種別は、都市計画提案書（様式第2号）に記入したものを記入すること。

参考様式第１（第5条第3項関係）
年　月　日

県・関係行政機関あて

宮崎市長名　　　㊞

都市計画提案に関する情報について
このことについて、都市計画法第２１条の２の規定に基づく都市計画の（決定・変更）の提案に関し、下記のとおり事前相談の申し出がありましたので、宮崎市都市計画提案制度手続要領第５条第３項の規定に基づき情報を提供します。

なお、今後、計画提案者と調整を行っていくこととなりますので、当該計画提案に関する貴所管事項について、本市及び計画提案者に対するご指導方よろしくお願いいたします。

記

１　事前相談申出書提出日

２　提案区域の位置及び区域

３　提案区域面積

４　提案に係る都市計画の種別

５　提案の概要

６　その他


参考様式第２（第8条第3項関係）
年　月　日

計画提案者・県・関係行政機関あて

宮崎市長名　　　㊞

都市計画提案に係る提案者の要件の確認について

　都市計画法（以下「法」という。）第２１条の２の規定に基づく下記都市計画の（決定・変更）の提案について、関係書類を審査したところ、計画提案者としての要件を満たしていることを確認いたしましたので、宮崎市都市計画提案制度手続要領第８条第３項の規定に基づき通知します。つきましては、本通知書の日付をもって、法第２１条の３に規定する「計画提案が行われたとき」といたします。

　なお、本通知書は、当該計画提案に係る都市計画の（決定・変更）を保証するものではなく、また、都市計画の（決定・変更）の手続きを開始することを保証するものではないことを申し添えます。

また、計画提案者の要件を確認するために提出された書類の記載内容及び添付書類に変更があった場合は、本通知書が無効となる場合がありますので、ご注意ください。

記

１　計画提案書提出日

２　提案区域の位置及び区域

３　提案区域面積

４　提案に係る都市計画の種別

５　留意事項

1 今後、関係行政機関等との調整が必要であること。

2 今後、計画提案者に対して、関係資料の提出等必要な協力を求めること。

3 上記関係資料の提出等に係る経費等については、提案者負担のこと。

4 その他



参考様式第３（第8条第3項関係）
年　月　日

計画提案者・県・関係行政機関あて

宮崎市長名　　　㊞

都市計画提案に係る提案者の要件不適合について

　都市計画法第２１条の２の規定に基づく下記都市計画の（決定・変更）に関する提案について、関係書類を審査したところ、計画提案者としての要件を満たしていないことを確認いたしましたので、宮崎市都市計画提案制度手続要領第８条第３項の規定に基づき通知します。

記

１　計画提案書提出日

２　提案区域の位置及び区域

３　提案区域面積

４　提案に係る都市計画の種別

５　提案要件に適合しない理由

６　その他

（現状のままでは手続きを進められませんので、計画提案者におかれましては市都市計画課と協議をお願いします。）

（現状のままでは手続きを進められませんので、今後、計画提案者と協議を行う予定です。）


参考様式第４（第9条第2項関係）
年　月　日

県あて

宮崎市長名　　　㊞

都市計画提案に係る提出書類の送付について

　都市計画法第２１条の２の規定に基づき、下記のとおり都市計画の（決定・変更）に関する提案がありましたので、宮崎市都市計画提案制度手続要領第９条第２項の規定に基づき、提出された関係書類の写しを送付いたします。

記

１　計画提案書提出日

２　提案区域の位置及び区域

３　提案区域面積

４　提案に係る都市計画の種別


参考様式第５（第10条第3項関係）
年　月　日

県・関係行政機関あて

宮崎市長名　　　㊞

都市計画提案に関する意見の聴取について

都市計画法第２１条の２の規定に基づく下記都市計画の（決定・変更）に関する提案について、宮崎市都市計画提案制度手続要領第１０条第３項の規定に基づきご意見を伺います。

つきましては、ご多忙のところ恐縮ですが、平成　年　月　日までに、文書により回答をお願いします。

記

１　都市計画提案がなされた日（＝参考様式第２を通知した日）

２　提案区域の位置及び区域

３　提案区域面積

４　提案に係る都市計画の種別

５　提案の概要

６　その他


参考様式第６（第11条第1項関係）
年　月　日

計画提案者・県・関係行政機関あて

宮崎市長名　　　㊞

都市計画提案に関する判断の事前通知について

都市計画法第２１条の２の規定に基づき提案された都市計画の（決定・変更）に関し、下記のとおり判断（いたしました・したい）ので、宮崎市都市計画提案制度手続要領１１条第１項の規定に基づき通知します。

記

１　都市計画提案が行われた日（＝参考様式第２を通知した日）

２　提案区域の位置及び区域

３　提案区域面積

４　提案に係る都市計画の種別

５　提案の概要

６　判断（結果・内容）（←採用する場合「結果」、採用しない場合「内容」）

７　理由（←提案に係る素案の全てを採択する場合は除く。）

８　その他
　　　　本通知に関し、計画提案者において意見がある場合は、平成　年　月までに、市に対して意見書を提出することができます。

なお、提出された意見書の要旨は、計画提案について審議する宮崎市都市計画審議会に提出されます。



参考様式第７（第12条第7項関係）
年　月　日

計画提案者あて

宮崎市長名　　　㊞

都市計画提案に基づく都市計画の決定等について

都市計画法第２１条の２の規定に基づき提案された都市計画の（決定・変更）に関し、下記のとおり（決定・変更）いたしましたので、宮崎市都市計画提案制度手続要領第１２条第７項の規定に基づき通知します。

記

１　都市計画（決定・変更）を行った日

２　提案に係る都市計画の種別

３　提案区域の位置及び区域

４　提案区域面積

５　その他

今回（決定・変更）された都市計画の図書は、縦覧（閲覧）することができます。


参考様式第８（第13条第1項関係）
年　月　日

計画提案者あて

宮崎市長名　　　㊞

都市計画提案に関する判断結果について

都市計画法第２１条の２の規定に基づき提案された都市計画の（決定・変更）に関し、下記のとおり判断（いたしました・したい）ので、宮崎市都市計画提案制度手続要領１３条第１項の規定に基づき通知します。

記

１　都市計画提案が行われた日（≠様式第2号が提出された日）

２　提案区域の位置及び区域

３　提案区域面積

４　提案に係る都市計画の種別

５　提案の概要

６　判断結果（←この参考様式は、提案を採用しない場合のもの）

７　理由

　　　（平成　年　月　日付　「都市計画提案に関する判断の事前通知について」で通知した理由に同じ。）



参考様式第９（第15条第2項関係）
年　月　日

計画提案者・県・関係行政機関あて
宮崎市長名　　　㊞

都市計画提案の取り下げについて

都市計画法第21条の2の規定に基づく下記都市計画の提案については、取り下げられましたので、宮崎市都市計画提案制度手続要領１５条第２項の規定に基づき通知します。

つきましては、当該計画提案に関する手続きを中止いたします。

記

１　計画提案を取り下げた日

２　提案区域の位置及び区域

３　提案区域面積

４　提案に係る都市計画の種別

５　取り下げの理由


計画提案に係る区域の


都市計画の現況





周知方法、周知期間、周知対象範囲等について
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